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研 究

発達障害児を養育する家族のエンパワメントに

　　　　　　　　　　関連する要因の探索

一Family　Empowerment　Scale日本語版を用いて一
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〔論文要旨〕

　発達障害児を育てる家族のエンパワメント促進に資するため，Family　Empowerment　Scale（以下，　FES）日本

語版で評価した家族エンパワメントの関連要因探索を目的とした調査を行った。都市部と郊外の計3施設に通院中

の4～18歳の情緒・発達障害児を養i育中である保護者205名を対象とした重回帰分析の結果養育するきょうだい

の数が多いほど，児の診断からの時期が浅いほど，保護者のソーシャルサポート認知・自己効力感が低いほど，家

族エンパワメントは低かった。また児が内服し，療育手帳を有し，通院頻度が低いほど，保護者が地域のサービス

を利用せず，年代が若いほど，家族エンパワメントが低い傾向がみられた。

Key　words二発達障害児，家族，在宅ケア，家族エンパワメント，要因分析

1．緒 言

　わが国の発達障害を有する児の数は増加傾向にあ

るエ）。「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必

要とする児童生徒に関する全国実態調査」の結果，知

的発達に遅れはないものの学習面や行動面で著しい困

難を示す「軽度発達障害児」の割合は6．3％であり，

このうち，学習面で著しい困難を示す児童生徒の割合

が4．5％，行動面で著しい困難を示す児童生徒の割合

が2．9％，学習面と行動面ともに著しい困難を示す児

童生徒の割合が1．2％と報告されている2）。

　近年，「発達障害者支援法」の制定や「特別支援教

育」の検：討および施行において，社会が発達障害を理

解し，サポートする環境は整いつつある。発達障害3）

は「自閉症，Asperger症候群とその他の広汎性発達

障害，学習障害，注意欠陥・多動性障害，その他これ

に類する高機能の障害であって，その症状が通常低年

齢について発現する」と定義される。また質的には「発

達の過程で見られる行動，コミュニケーションや社会

適応の問題を主とする障害」と定義される4）。

　発達障害児が社会や学校生活で起こす（または巻き

込まれる）トラブルは多く，それは繰り返される5）。

発達障害児の親は，児が起こすトラブルへの対応をは

じめ，一般的な親と比較して「養育」に関わるストレ

スを数多く経験し6），「養育」に対する大きなプレッ

シャーを有している7）。また親以外の家族や同胞に

とっても児の存在は大きなストレスとなりうる8）。大

部分の親は「養育」に適応していくが，なかには適応

不能な親もいる7）。このように発達障害児を「養育」

することは，家族にとって大きなストレスである。

　児の養育にあたっては，家族内の連携，家族間の協

働専門職種と家族の協働地域行政と家族の協働
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といった‘家族のエンパワメント’を高めることが必

要不可欠である。エンパワメントとは，他者との交流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を通して人が自己目標を達成する際の状態であり態度
　　　　　　　　
であり行動である9・　10）。本研究では‘家族エンパワメ

ンド　を，「家族が自分たちのおかれた状況に気付き，

問題を自覚し，自分たちの生活の調整と改善を図る力

をつけることを目指すこと」と定義する。

　海外では，情緒障害児や発達障害児を養育する家

族のエンパワメントに関する諸研究がなされてお

り11～14），‘家族エンパワメント’は児と保護者の両者

にとって重要な指標であることが示唆されている。そ

のなかで‘家族のエンパワメント’を測定するFam－

ily　Empowerment　Scale（以下，　FES）11）（計34項目）

が開発されている。FESは児の主たる養育者が，現

在の状況について，1（全く当てはまらない）から5

（よく当てはまる）の5件法で評価する。得点は，1（全

く当てはまらない）を1点から5（よく当てはまる）

を・5点とそれぞれi換算し，i）家庭　ii）サービスシ

ステム，そしてiii）社会／政治の下位尺度ごとに集計

する。全項目の重みは均一であり，すべての下位尺度

において逆転項目はない。高い集計得点は，高い家族

エンパワメントを示す。FESは情緒障害児や行動障

害児，発達障害児を養育する家族のエンパワメントを

測定するツールとして，世界各地およそ30以上の研究

で使われている。

　日本で，発達障害を有する児の家族エンパワメン

ト’に着目した先行研究としては，事例を質的に分析

したケーススタディ15）しか存在しなかったが，2010年，

FES日本語版の信頼性および妥当性が検討された16）。

　本研究では，発達障害児を育てる家族のエンパワメ

ント促進に資するため，FES日本語版で評価した‘家

族エンパワメント’の実態把握とその関連要因探索を

目的とした調査を行った。

1．方 去

1．対象者の選定

　調査対象はFES原版11＞に従い，児の主たる養育者

で普段の様子が最もよくわかる者（以下，保護者）と

した。多様な背景を持つ小児を選定するため，都市部

2施設と郊外1施設の計3施設の外来にて対象の選定

を行った。対象の選定基準は，5～18歳の情緒障害児

または発達障害児の保護者とした。
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2．リクルートおよび調査手順

　外来で医師が保護者に対し，調査内容および倫理的

配慮について説明文書を用いてわかりやすい言葉で説

明した。保護者から調査への参加同意を得られた場合，

医師は同意書と質問紙がセットになった袋を保護i者に

渡した。保護者はそのセットを家庭に持ち帰り，同意

書への自著および質問紙への回答を済ませ，返信用封

筒に厳封のうえ，最寄りのポストから調査者宛てに郵

送した。FES日本語版の再テストは，1回目の調査

時に承諾を得た保護者あてに，調査者が4週間後に質

問紙を郵送した。再テストへの回答を済ませた保護者

は1回目と同様，返信用封筒に厳封し最寄りのポスト

から調査者宛てに郵送した。

3．データ収集

　データ収集期間は2008年12月～2009年9月であっ

た。調査内容は以下の通り。

1）対象者の特性

　保護者の特性として「年代」，「児との続柄」，「性別」，

「就業形態」，「育児協力者の有無」，「1日のうち児と

関わる時間数」を，家族の特性として「同居人数」，「経

済状況」，「利用中のサービス内容」を，小児の特性と

して「年齢」，「性別」，「定期受診の頻度」，「内服の有

無」，「通園・通学の有無とその形態」，「療育手帳の有

無」を，それぞれ質問した。

2）家族エンパワメント

　FES日本語版を用いた。高い信頼性と妥当性が検

証されている16）。

3）家族エンパワメントに関連を想定した要因

　以下の各要因を想定した。

i）養育負担感

　The　Zarit　Caregiver　Burden　Interview日本語版の

短縮版（8項目）17）を用いた。各項目について，「0＝

思わない」，「1＝たまに思う」，「2＝時々思う」，「3

＝よく思う」，「4＝いつも思う」の5年春で尋ねる形

式になっており，得点が高いほど負担感が強くなるよ

うに尺度化されている。

ii　）育児負担感

　育児負担感指標18）を用いた。この尺度は，母親の子

どもに対する否定的感情認知（4項目），育児による

社会的活動制限の認知（4項目），経済的負担感認知（4

項目），介護負担感認知（4項目）の計4領域16項目

で構成されている。各項目については，最近1か月間
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の状況をそれぞれ「0ニまったくない」，「1＝たまに

ある」，「2＝時々ある」，「3＝しばしばある」，「4＝

いつもある」の5件法で尋ねる形式になっており，得

点が高いほど負担感が強くなるように尺度化されてい

る。

iii）ソーシャルサポート

　情緒的支援ネットワーク尺度19＞・手段的支援ネット

ワーク尺度（自作）の2領域15項目を用いた。各項目

について，「1＝いる」，「0＝いない」で尋ね，得点

が高いほど高いサポートを受けているとみなす。

iv）自己効力感

　自己効力感尺度20）を用いた。全23項目を「1＝そう

思わない」，「2＝あまりそう思わない⊥「3＝どちら

ともいえない」，「4＝まあそう思う」，「5＝そう思う」

の5件法で尋ねる形式になっており，点数が高いほど

自己効力感が高くなるよう尺度化されている（10個の

逆転項目あり）。

v）自尊感情

　自尊感情尺度21）を用いた。全10項目を「1＝そう思

わない」，「2＝あまりそう思わない」，「3＝どちらと

もいえない」，「4＝まあそう思う」，「5＝そう思う」

の5件法で尋ねる形式になっており，点数が高いほど

自尊感情が高くなるよう尺度化されている（5個の逆

転項目あり）。

4．データ分析

　質問紙全体の9割以上に回答があったものを有効回

答とし，分析の対象とした。

1）記述統計

　対象者の特性，家族エンパワメント，家族エンパワ

メントに関連を想定した要因について，各変数の回答

分布，平均，標準偏差を算出した。

2）多変量解析

　家族エンパワメントの関連要因探索のための多変量

解析にあたっては，まずFES日本語版得点と想定し

た各関連要因との単変量解析を実施した。連続変数に

はSpearmanの順位相関係数　2値変数にはt検定，

3値以上の変数には分散分析を用いた。次に，関連要

因問の多重共線性がないことを確認し，FES日本語

版得点を目的変数関連要因を説明変数とする重回帰

分析を実施した。その際強制投入法を選択したが，

必要な変数として「保護者の性別・続柄」，「児の診断」

を除く全関連要因が投入された。

小児保健研究

　分析にあたって，統計解析パッケージPASW　Sta－

tistics18．0　for　Windowsを用いた。有意水準は5％と

した。

5．倫理的配慮

　対象者に対して，調査協力を依頼するにあたり，i）

調査協力は自由意思に基づくこと，ii）調査に協力し

なくとも児の診療やケアには一切影響しないこと，iii）

途中でいつでも中止できること，iv）調査内容の公表

にあたってはプライバシーを保護すること，を口頭お

よび書面で約束し，遵守した。なお，本研究は，筑波

大学大学院人間総合科学研究科・医の倫理委員会の承

認を得て実施した（承認番号：第529号）。

皿．結 果

1．本調査の応諾状況

　配布数は全体で330，回収数は全体で255であった（回

収率77．3％）。うち分析対象となった有効回答数は205

であった（配布数に対する有効回答率：62．1％）。回

収率および有効回答率に施設問で有意な差はみられな

かった。

2．対象者の概要（表1）

　保護者，家族，小児の特性を表1に示した。

　保護者の年代は20代4．4％，30代47．8％，40代

43．9％，50代3．4％，60代1名（祖母）であり，母親

が199名で全体の97％を占めた。保護者の78％が育児

協力者「あり」と回答し，協力者として夫や祖父母を

挙げた一方で，地域のサービス利用率は32．2％と低く，

サービス内容は「療育相談」，「日中一時支援」，「外出

時支援」，「（児への）ことばの指導や療育訓練」等であっ

た。

　児の年齢は9．8±3．6（mean±SD）歳であり，男

児が全体の84％を占めた。まもなく5歳になる4歳児

が2名，対象に含まれていた。77％の児が内服をし，

25．9％の児が療育手帳を有していた。通園・通学に関

しては，60．5％の児が普通クラスに通園・通学してお

り，支援クラスに通園・通学する25．4％，特別支援ク

ラスに通学する9．3％の児を上回った。普通クラスや

支援クラスに在籍しながら通級を利用する児の割合は

22．4％であった。

　全項目において施設問で有意な差はなかった。
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表1　対象者の特性 （　N　＝＝　205）

n／mean±SD　O／o／range

保護者

　性別

　年代

続柄

性
代
代
代
代
代
　
　
母

女
2
0
3
0
4
0
5
0
6
0
母
父
祖

児と関わる時間（平日）

児と関わる時間（休日）

就業形態

育児協力者

専業主婦

パート

正社員

自営業

アルバイト

公務員

契約社員

家事手伝い

あり

なし

　養育負担感尺度得点

　育児負担感指標得点

　SS尺度得点

　自己効力感尺度得点

　自尊感情尺度得点

家族

　児と同居する家族人数

　児のきょうだい

経済状況

サービス利用

ゆとりがある

ややゆとりがある

普通

やや苦しい

苦しい

，あり

なし

　200　97．50／，

　　9　4．40／0
　　98　47．80／0

　　90　43．9　0／，

　　7　3．40／0
　　　1　o．so／0
　　199　97．0　0／，

　　5　2．50／0

　　　1　O．5％
6．7±　3．4　1一一　19

12．6±　5．2　lt”v　24

　　78　38．0　0／，

　　65　32．0％
　　34　16．6　0／0

　　13　6．50／0

　　6　2．90／0

　　4　2．0％
　　3　1．50／0
　　2　9．80／0
　160　7s．oo／，

　　45　22．00／，

15．0±　69　1一一　32

21．6±12．3　1一一　64

10．8±　4．1　O一一　15

73．1±13．7　32一一113

30．6±　7．5　12一一一　48

3．3±　1．2　1一一　7

1．0±　1．2　O一一一　4

　　8　3．90／0

　21　10．2％
　109　53．2　0／，

　42　20．50／，

　25　12．20／0
　66　32．2　0／0

　139　67．8　0／o

n／mean　±　SD　O／o　／r　ange

児

性別　　　　　　　男児

年齢（歳）

診断時期からの経過（月）

診断（重複あり）　ADHD1）

　　　　　　　　　PDD2）

　　　　　　　　　As3）

　　　　　　　　　自閉症

　　　　　　　　　LD4）

　　　　　　　　　MR5）（軽度含む）

　　　　　　　　　てんかん

　　　　　　　　DCD6）

　　　　　　　　不安障害

　　　　　　　　適応障害（不登校）

　　　　　　　　　チック障害

　　　　　　　　行動障害（自傷行為）

　　　　　　　　　トウレット障害

　　　　　　　　場面寡黙

　　　　　　　　夜尿症

　　　　　　　　　強迫性障害

　　　　　　　　愛着障害

　　　　　　　　解離性障害

受診頻度（回／年）

内服

療育手帳

通園・通学

通級利用

あり

なし

あり

なし

普通クラス

支援クラス

特別支援クラス

私立保育園

なし

あり

なし

　　172　83．9　0／0

9．8±　3．6　4’hv　18

43．5±32．5　8－209

　　125　61．0　0／，

　　98　47．80／0

　　18　8．80／0

　　12　5．90／0

　　12　5．90／0

　　12　5．90／o
　　lo　4．go／，

　　7　3．40／0
　　5　2．40／0

　　3　1．50／0

　　2　1．0％
　　1　o．so／．

　　1　o．so／，

　　！　o．so／，

　　1　o．so／，

　　1　o．so／，

　　1　o．so／，

　　1　o．so／，
11．3±　9．8　1・一62

　158　77．00／，

　　47　23．0　0／．

　　53　25．90／0

　152　74．1　0／0

　124　60．5　Q／0

　　52　25．40／0

　　19　9．30／0

　　4　2．oo／0
　　6　2．90／0
　　46　22．40／0

　159　77．6　0／o

i）ADHD　：　Attention　Deficit／Hyperactivity　Disorder

2）PDD　：　Pervasive　Developmental　Disorders

3）AS’
@：　Asperger　Syndrome

‘）LD　：　Learning　Disorders

5）MR　：　Mental　Retardation

6）DCD　：　Developmental　Coordination　Disorder

3．家族エンパワメントの実態（表2）

FES日本語版の下位尺度ごとの平均得点（mean）

と標準偏差（SD），および範囲（range）を表2に示した。

4、FES総得点を従属変数とした重回帰分析（表3）

　FES日本語版得点を目的変数特性ほかの関連想

定要因を説明変数とする重回帰分析の結果，養育す

るきょうだいの数が多いほど（標準偏回帰係数以下

sb＝一〇．22，　p＝0．02），児の診断からの時期が浅

いほど（sb＝0．27，　p＜0．001），保護者のソーシャ

ルサポート認知が低いほど（sb＝0．35，　p＜0．001），

自己効力感が低いほど（sb；0．27，　p〈0．001），家

族エンパワメントは有意に低かった。また児が内服

し（sb＝一〇．11，　p＝0。11），療育手帳を有し（sb

＝一
Z．11，p＝0．13），通院頻度が低いほど（sb＝0．10，

p＝0．11），保護者が地域のサービスを利用せず（sb

＝O．08，pニ0．19），年代が若いほど（sb＝0．11，　p

＝0．10），家族エンパワメントは低い傾向にあった。
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表2　FES日本語版の得点および内的一貫性・再検：査信頼性の検討結果
（N　一205）

項目数 mean　±　SD range Chronbach’sα　級内相関係数

FES全体
　（下位尺度）

　家庭

　サービスシステム

　社会／政治

34

9
臼
9
臼
0

1
！
1

92．1±21．7

34．4±　9．0

36．1±　9．2

21，2±　6．5

47rv　157

15一一　55

12一　59

10一一一　43

O．93

O．87

0．86

0．81

（n＝146）

　O．85

O．82

0．79

0．80

IV、考 察

　本研究は，本邦で初めて家族エンパワメントを量的

に測定し，その関連要因を探索した報告である。この

探索により，発達障害を有する児を養育する保護者お

よび家族への支援についての示唆が得られた。

1．家族エンパワメントの実態

　FES原版11）では各下位尺度の平均得点が，　i）家庭：

45．8，ii）サービスシステム：48．6，　iii）社会／政治：

31，4であった。米国およびオーストラリアの情緒障害

児・発達障害児の家族を対象とした海外の先行研究22）

では，FES総得点が米国で119．43±12．53（mean±

SD）点，オーストラリアで108．45±11．96（mean±

SD）点であり，2つの国のサンプル間で有意な差が

あったことが報告されている（p〈0．001）。

　本研究の結果をこれら先行研究ll・22）の結果と比較す

ると，FES総得点・下位尺度得点ともに低値である

ことがうかがえ，日本の家族のエンパワメントは海外

諸国と比して低い状態にあると考察できる。その原因

としては，日本人が古くから有してきた発達障害児・

者および家族への偏見23）と政策の遅れ3）が挙げられる。

2．FES総得点を従属変数とした重回帰分析

　重回帰分析の結果から，「養育するきょうだいの数

が多い」，「児の診断からの時期が浅い」，「保護者のソー

シャルサポート認知が低い」，「保護者の自己効力感が

低い」ことが，家族エンパワメントの低さに繋がるこ

とが示唆された。

　「養育するきょうだいの数が多い」と，保護者が要

求される世話の量は多く，その内容も多岐にわたる。

Rainaらm）は，要求される世話（しなければいけない

世話）の量が保護者の精神的なウェルビーイングに負

の影響を与えると報告した。ただでさえ障害児の保護

者に要求される世話の量は多く，養育に伴うストレス

は大きい。家族員のウェルビーイングやストレスは家

族エンパワメントに直接影響を及ぼすことから，支援

の際には，世話を多く抱える保護者の負担を少しでも

軽減できるよう，対象に応じた具体的な方法を提供す

る必要があると考える。

　「児の診断からの時期が浅い」と，保護者の障害受

容25）が「適応や再起」の段階に至っていないケースが

多いと考えられる。自閉症児の保護者を対象とした先

行研究26）で，障害認知の時期が診断告知の時期を大幅

に遅れたことも報告されている。このことから，支援

の際には，診断告知の時期を把握したうえで対象と関

わることが重要である。

　「ソーシャルサポート認知」は，ストレスを抱え

る保護者の典型的かつ前向きなコーピング方略であ

る27）。日本では未だ，発達障害児と家族を対象とした

サポートリソースが十分とは言えない地域も多い。彼

らのソーシャルサポート認知を促進するためには，地

域ごとのサポート内容の拡充とシステム活用の柔軟さ

が求められる。発達障害児の教育に関する（とくに就

学前の）個別的な対応は必要不可欠であり，医療・福

祉・行政が連携し行わなければならない。

　「保護者の自己効力感」については，；般的に親の

育児不安と負の相関および育児満足感と正の相関があ

ることが示されており99），また障害児を養育する親の

精神的な落ち込みを防ぐ因子であることも示されてい

る29）。よって支援の際には，保護者の自己効力感を維

持または向上させるような関わりや体制を多職種間で

考えていく必要がある。

　また「定期的な内服」があり，「療育手帳を有す」等，

児の障害の重症度が上がるほど保護者にとっては要求

される世話量も増え，精神的なウェルビーイングに負

荷がかかることが想定される。よって該当する対象に

関わる際には，とくに支援的に関わるべきである。

　「外来通院」に伴う主治医との対面や言葉のやりと

りには，保護者の不安を軽減する効果があることが示
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表3　家族エンパワメント1）の関連要因（重回帰分析結果） （　N　＝＝　205）

sb p－value

保護者

　性別

年代

続柄

児と関わる時間（平日）

児と関わる時間（休日）

就業形態

　育児協力者

　養育負担感尺度得点

　育児負担感指標得点

　SS2＞尺度得点

　自己効力感尺度得点

　自尊感情尺度得点

家族

　児と同居する家族人数

　児のきょうだい

経済状況

サービス利用

女性／男性＃

ユ：20代

2：30代

3：40代

4：50代

5：60代

母／父／祖母＃

1：専業主婦・家事手伝い

2：パート・アルバイト・契約社員

3：自営業

41正社員・公務員
あり／なし＃

1：苦しい

2：やや苦しい

3：普通

4：ややゆとりがある

5：ゆとりがある

あり／なし＃

O．11

9
倉
4

1
⊥
－
⊥0

0
一〇．04

一〇．08

〈O．Ol

　O．02

　0．35

　0．27

　0．06

　O．09

－O．22

O．02

O．08

O．10

－
⊥
0

り
乙
り
乙0

0
O．50

t

　O．21

　0．99

　0．80

〈O．OOI　＊＊

〈O．OOI　＊＊

　O．43

O．33

0．02　＊

O．78

O．19
r

児

性別

年齢（歳）

診断時期からの経過

診断

受診頻度

内服

療育手帳

通園・通学

通級利用

男児／女児＃

あり／なし＃

あり／なし＃

1：なし

2：私立保育園

3：特別支援クラス

4＝支援クラス

5：普通クラス

幽り／なし＃

一〇．03

－O．54

　0．27

　0．！

一〇．11

－O．11

O．Ol

O．03

　O．64

　0．43

〈o．　ool　＊＊

O．11

0，11

0．13

O．85

O．59

よ
「
十
一
ゐ
一

R2

adjusted　R2

只
U
7
σ

4
り
Q

O
（
）

sb二値は標準偏回帰係数を示す。†：p＜0．2　＊：p＜0．05　＊＊：p＜O．Ol　＊＊＊：p〈0．001

＃：reference　category　一：変数選択の結果，モデルの変数として採択されなかった変数を示す。

1）Family　Empowerment　Scale日本語版により評価した。

2）Social　Support

されている30）。「外来通院頻度」の低い対象に関わる

際には，まず保護者の抱える不安の有無やその内容を

把握する必要がある。

　「地域サービスの積極的な利用」は先行研究11・31＞で

家族エンパワメントの促進因子，親のストレス緩和因

子として挙げられている。地域サービスを利用してい

ない保護者を支援する際には，その理由を把握し，対

象のニーズと地域の実情を照らし合わせた介入を慎重

に進めるべきである。

　最後に，「若い」保護i者は，育児経験：はもとより人
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生経験：も浅いがゆえに，療育に必要な各種知識を知ら

ずに児と対峙しているケースが少なくない。支援の際

には，児と自己および家族の捉え方や地域の療育情報

など，保護者の不足している知識をアセスメントし，

補う形で彼らをサポートしていくことが望ましい。

3．本研究の限界と課題

　本研究の対象は，医師により「発達障害」という診

断がなされ，現に外来通院中の児を養育する保護者に

限定しているため，結果の一般化には注意を要する。

今後は，親の会や地域行政主催の療育相談の場で対象

を募り，発達障害と未だ診断されておらず，知的発達

に遅れはないものの，学習面や行動面で著しい困難を

示す児童生徒の保護i者を対象に，本研究と同様の検討

が必要であろう。さらに，本研究の知見に基づき，発

達障害児を養育する保護者を支援し，FES日本語版

を用いての評価も課題と考える。

V，結
ム
冊

昌
一
一
口

　本研究では，外来通院を定期的に継続している発達

障害児を養育中の保護者205名を対象に，家族エンパ

ワメントの実態とその関連要因を分析した。日本の家

族エンパワメントは欧米に比べて低い傾向が示され

た。また関連要因の探索から，養育するきょうだいの

数が多いほど，児の診断からの時期が浅いほど，保護

者のソーシャルサポート認知が低いほど，自己効力感

が低いほど，家族エンパワメントは低いことが明らか

になった。また児が内服し，療育手帳を有し，通院頻

度が低いほど，保護者が地域のサービスを利用せず，

年代が若いほど，家族エンパワメントは低い傾向にあ

ることも示された。

　以上の結果から，発達障害児を養育する家族のエン

パワメントを高めるためには，養育するきょうだいの

数診断時期，児の障害の程度，保護i者のサービス利

用実態，保護者の年代，外来通院頻度に配慮するとと

もに，i）対象のサポートニーズを把握し，地域のリ

ソースやサポートに確実に繋げること，ii）保護者の

自己効力感を向上させるような多職種での関わりや連

携を考えること，の必要性が示唆された。
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